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○ 中小企業退職金共済法（昭和三十四年法律第百六十号）（抄） 

（退職金） 

第四十三条 （略） 

２～４ （略） 

５ 退職金の額は、掛金の日額及び特定業種掛金納付月数に応じ、かつ、第十条

第二項の退職金の額の算定の方法その他の事情を勘案して、特定業種ごとに、

政令で定める。 

 

（掛金） 

第四十四条 掛金は、日を単位として定めるものとし、その額は、被共済者一人

につき、三百円以上八百円以下の範囲において、特定業種退職金共済規程で定

める。 

２ 掛金の日額には、十円未満の端数があつてはならない。 

３ 掛金の日額は、特定業種ごとに、単一の金額でなければならない。 

４・５ （略） 

 

（運営委員会の設置及び権限） 

第六十七条 機構に、退職金共済業務のうち特定業種ごとに行われるもの（以下

「特定業種退職金共済業務」という。）の円滑な運営を図るため、特定業種ご

とに、運営委員会を置く。 

２ 特定業種退職金共済業務の運営に関する事項で次に掲げるものについては、

当該特定業種に係る運営委員会の議を経なければならない。 

一 特定業種退職金共済規程の変更 

二 業務方法書の変更 

三 通則法第三十条第一項に規定する中期計画 

四 通則法第三十一条第一項に規定する年度計画（以下「年度計画」という。） 

３ 運営委員会は、前項に規定するもののほか、当該特定業種に係る機構の退職

金共済業務の運営に関し、理事長の諮問に応じて重要事項について意見を述

べ、又は必要と認める事項について理事長に建議することができる。 

 

（資産運用委員会の設置及び権限） 

第六十九条の二 機構に、退職金共済業務に係る業務上の余裕金の運用に関す

る業務の適正な運営を図るため、資産運用委員会を置く。 

２ 第七十八条第一項に規定する基本方針の作成又は変更は、資産運用委員会

の議を経なければならない。 

３ 資産運用委員会は、退職金共済業務に係る業務上の余裕金の運用状況その

他の運用に関する業務の実施状況を監視する。 

参考３ 
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４ 資産運用委員会は、前二項に規定するもののほか、退職金共済業務に係る業

務上の余裕金の運用に関する業務に関し、理事長の諮問に応じて重要事項に

ついて意見を述べ、又は必要と認める事項について理事長に建議することが

できる。 

 

（特定業種退職金共済規程） 

第七十一条 機構は、特定業種退職金共済規程をもつて次に掲げる事項を規定

しなければならない。 

一 運営委員会に関する事項 

二 特定業種退職金共済契約に係る掛金に関する事項 

２ 特定業種退職金共済規程の変更は、厚生労働大臣の認可を受けなければ、そ

の効力を生じない。 

 

（区分経理） 

第七十四条 機構は、次に掲げる業務ごとに（第二号に掲げる業務にあつては、

それぞれの特定業種に係る業務ごとに）経理を区分し、それぞれ勘定を設けて

整理しなければならない。 

一 一般の中小企業退職金共済業務（退職金共済業務のうち次号に掲げるも

の以外のものをいう。）及びこれに附帯する業務 

二 特定業種退職金共済業務及びこれに附帯する業務 

三 第七十条第二項に規定する業務 

２ 機構は、第四十六条第一項又は第五十五条第一項若しくは第四項の規定に

より繰入れをする場合を除き、前項の規定により設けられている一の勘定か

ら他の勘定への資金の融通を行つてはならない。 

 

（余裕金の運用の特例） 

第七十七条 （略） 

２～４ （略） 

５ 機構は、厚生労働省令で定めるところにより、一般の中小企業退職金共済業

務及び特定業種退職金共済業務に係る業務上の余裕金を合同して運用するこ

とができる。 
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（余裕金の運用に関する基本方針等） 

第七十八条 機構は、退職金共済業務に係る業務上の余裕金の運用に関して、運

用の目的その他厚生労働省令で定める事項を記載した基本方針を作成し、当

該基本方針に沿つて運用しなければならない。 

２ 前項の規定による基本方針は、この法律（これに基づく命令を含む。）その

他の法令に反するものであつてはならない。 

３ （略） 

 

（掛金及び退職金等の額の検討） 

第八十五条 掛金及び退職金等の額は、少なくとも五年ごとに、退職金等の支給

に要する費用及び運用収入の額の推移及び予想等を基礎として、検討するも

のとする。 

 

〇 中小企業退職金共済法施行令（昭和三十九年政令第百八十八号（抄） 

（特定業種退職金共済契約による退職金の額） 

第十二条 法第四十三条第一項から第四項までの規定により支給する退職金の

額は、次の各号に掲げる特定業種掛金納付月数の区分に応じ、当該各号に定め

る額とする。 

一 二十三月以下 特定業種区分掛金納付月数（特定業種掛金月額（掛金の日

額に前条の規定により特定業種ごとに厚生労働大臣が定める数を乗じて得

た額をいう。次条及び第十五条において同じ。）を十円ごとに順次区分した

場合における各区分ごとの当該区分に係る掛金の納付があつた月数（この

月数の算定については、前条の例による。）をいう。以下同じ。）に応じ別表

第一の下欄に定める金額の百分の一の金額を合算して得た額（法第四十三

条第一項第一号又は第二号イに該当するときは、十円に特定業種区分掛金

納付月数を乗じて得た額を合算して得た額） 

二 二十四月以上四十二月以下 十円に特定業種区分掛金納付月数を乗じて

得た額を合算して得た額 

三 四十三月以上 特定業種区分掛金納付月数に応じ指定表の下欄に定める

金額の百分の一の金額を合算して得た額（その額に一円未満の端数がある

ときは、これを一円に切り上げるものとする。） 

２ 前項第三号の指定表とは、別表第六から別表第八までのうちから特定業種

退職金共済契約の被共済者（法第二条第四項の規定に基づき厚生労働大臣が

特定業種の指定をする際における当該特定業種にあつては、当該特定業種に

係る特定業種退職金共済契約の被共済者となる者）が当該特定業種に属する

事業に常態として従事する期間その他の事情を考慮して、特定業種の区分に

応じ、厚生労働大臣が指定する表をいう。  
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○ 独立行政法人勤労者退職金共済機構の業務運営、財務及び会計並びに人事

管理に関する省令（平成十五年厚生労働省令第百五十二号）（抄） 

（合同運用に係る業務上の余裕金の管理） 

第十七条の二 機構は、法第七十七条第五項の規定により、退職金共済業務及び

特定業種退職金共済業務に係る業務上の余裕金を合同して運用する場合にあ

っては、当該業務上の余裕金のうち、各業務に係る勘定より合同して運用する

こととした業務上の余裕金を時価により合理的に評価した額を、当該各業務

に係る勘定に属する業務上の余裕金の額として管理するものとする。 

 

（余裕金の運用の基本方針） 

第十八条 法第七十八条第一項に規定する厚生労働省令で定める事項は、次に

掲げる事項とする。 

一 業務上の余裕金の運用の目標に関する事項 

二 業務上の余裕金の運用に係る資産の構成に関する事項 

三 信託会社、信託業務を営む金融機関、生命保険会社、金融商品取引業者

（金融商品取引法（昭和二十三年法律第二十五号）第二条第九項に規定する

金融商品取引業者をいう。）等（以下この条において「運用受託機関」とい

う。）の選任に関する事項 

四 運用受託機関の業務（以下この項において「運用業務」という。）に関す

る報告の内容及び方法に関する事項 

五 運用受託機関の評価に関する事項 

六 運用業務に関し遵守すべき事項 

七 法第七十七条第五項に規定する運用の実施に関する事項 

八 前各号に掲げるもののほか、運用業務に関し必要な事項 

２ 機構は、法第七十八条第三項の規定により運用受託機関に対して前項第二

号、第四号、第五号、第六号及び第八号に掲げる事項のほか、運用手法に関す

る事項を記載した基本方針と整合的な運用指針を作成し、これを交付しなけ

ればならない。 


